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★
Ｓ税理士はセミナーの後、同じような質問を続けて受けた。

「満期保険金にかかる一時所得の税金を少しでも減らす方法はありま

すか？」

「５年満期の一時払養老保険にかかる20％の源泉分離課税を減らす方

法はありますか？」

Ｓ税理士はそれぞれの話を聞いた後、こう答えた。

「どのみち満期保険金を家族のために使うのであれば、受取人を子ど

もや孫あるいは配偶者にして、できるだけ多くに分けなさい」

「ほかの人には贈与税がかかってくるのでは？」

「もちろん保険料負担者以外のほかの受取人には贈与税がかかってき

ますが、その金額を110万円の贈与税の基礎控除の範囲内に抑えるか、

あるいは110万円を多少超えても贈与税率は10％ですから、そちらの方

がトータルで課税が少なくなれば有利になります」

質問者たちはＳ税理士の回答を聞いて納得して帰っていった。

だが受取人分割によって税金を少なくすることばかりに目がいって、

本当に家族に保険金の一部を贈与するのだろうか。Ｓ税理士はそこが

気になった。

もしそうでなければ、単純に税金逃れの手法になってしまう。これ

では税務上認められるはずがないからだ。

14

満期直前に受取人を分割！
源泉分離課税や一時所得を減らすテクニック？

★受取人を

複数にする

目的は…

＜

●

＜

●

●

本　人＝一時所得

配偶者＝贈与税

子　＝贈与税

受
取
人
を
複
数
に
変
更

満
期

保
険
金



★贈与事実の心証

①保険金を贈与する旨の贈与契約書の作成

②保険金振込先の通帳・印鑑の個別管理

③贈与税が課税される場合は贈与税申告書の控えの保管

15

単に税金を少なくするためだけでは問題あり！
あくまでも保険金の一部を贈与する意思と事実が必要

＜夫がそのまま満期保険金の全額を受け取った場合＞

●夫の総合課税される一時所得金額

｛（1,000万円－900万円）－50万円｝×1／2＝25万円

＜妻と子３人に110万円ずつ贈与し、残りを夫が受け取った場合＞

●妻や子がそれぞれ受け取る110万円は贈与税の基礎控除内で課税はゼロ

●夫の総合課税される一時所得金額（夫の受け取り分＝560万円、夫の一時所

得の計算上、必要経費は払込保険料を受取割合から按分）

満期保険金1,000万円、支払保険料900万円

（「契約者・受取人＝夫」で一時所得課税対象の場合）

例
sample

｛560万円－（900万円×
560万円

1,000万円
）－50万円｝×1／2＝３万円
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生命保険料控除の金額（所得税法76条）参考

②身体の傷害もしくは疾病またはこれらを原因とする人の状態

（例）がん保険、医療保険、介護保険

③身体の傷害または疾病により就業することができなくなったこと

（例）所得補償保険

（注）疾病を担保しないで身体の傷害に基因して保険金が支払われる傷害保険は、損害保険料控
除の対象となります。

平成24年１月以後の契約では、従来の一般生命保険料控除・個人年金保険料

控除に加え新たに介護医療保険料控除が創設され、各控除額の計算方法は次の

とおりとなります。

●所得税（平成24年分以後の所得税について適用）

①各保険料控除額は以下のとおりで、適用限度額は各４万円

②平成23年12月までに締結した契約については従前の制度を適用（新制度と従

前の制度の両方についての適用がある場合には各々の制度により計算された

合計額）

③各保険料控除の合計適用限度額は12万円

●住民税（平成25年度分以後の個人住民税について適用）

①各保険料控除額は以下のとおりで、適用限度額は各２万8,000円

年間の支払保険料等

20,000円以下

20,000円超　40,000円以下

40,000円超　80,000円以下

80,000円超

控除額

支払保険料等の全額

支払保険料等×1/2＋10,000円

支払保険料等×1/4＋20,000円

一律40,000円

年間の支払保険料等

12,000円以下

12,000円超　32,000円以下

32,000円超　56,000円以下

56,000円超

控除額

支払保険料等の全額

支払保険料等×1/2＋ 6,000円

支払保険料等×1/4＋14,000円

一律28,000円

②

③

［

制

個
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所得税

住民税 （地方税法34条①五、五の二）

年間の支払保険料等

15,000円以下

15,000円超　40,000円以下

40,000円超　70,000円以下

70,000円超

控除額

支払保険料等の全額

支払保険料等×1/2＋ 7,500円

支払保険料等×1/4＋17,500円

一律35,000円

＊各保険料控除の合計適用限度額は７万円

（注）支払保険料等とは、その年に支払った金額から、その年に受けた剰余
金や割戻金を差し引いた残りの金額です。

＊各保険料控除の合計適用限度額は10万円

年間の支払保険料等

25,000円以下

25,000円超　 50,000円以下

50,000円超　100,000円以下

100,000円超

控除額

支払保険料等の全額

支払保険料等×1/2＋12,500円

支払保険料等×1/4＋25,000円

一律50,000円

控

料

の

従

た

②平成23年12月までに締結した契約については従前の制度を適用（新制度と従

前の制度の両方についての適用がある場合には各々の制度により計算された

合計額）

③各保険料控除の合計適用限度額は７万円

［平成23年12月31日以前の契約の生命保険料控除］

平成23年12月31日以前の契約については、原則として以下の従来の規定（旧

制度）がそのまま適用されます。なお、旧制度においては、一般生命保険料・

個人年金保険料の２つとなります。
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収入保障年金とは死亡保険金部分を年金で支払うものです。「収入保障特約」

または「家族収入保障特約」といって、主契約（定期付終身保険）等に「特約」

の形で付加するもののほか、単独商品としての「収入保障保険」があります。

収入保障年金が付加された保険での死亡時の課税は、一時金部分・年金部分

それぞれ次のようになります。

収入保障年金の課税は？
普通の保険に比べて難しい！

収入保障年金は年金部分に対する必要経費（該当する保険料部分）が少ない

ため、総合課税される雑所得の金額が多くなり、所得税・住民税がほかの年金

タイプに比べて多く課税される傾向があります。

死亡した年の課税

・死亡一時金＋年金受給権＝相続税の課税対象

（要件を満たせば非課税限度額の適用あり）

★契約者・被保険者が同一人で、死亡保険金受取人が相続人の場合

年金部分

一時金部分

2回目以降にかかる年金の課税

＝所得税・住民税（雑所得）の

課税対象部分に対して課税
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★年金を一時金で受け取ったときの課税は？

－－年金種類と受取時期によって異なる－－

個人年金において毎年受け取る年金は雑所得になり、所得税･住民税が課

税されます。しかし、一時金で受け取った場合は課税が異なります。

（所得税基本通達35－3）

●年金が始まる前に一時金で受け取った場合

……一時所得となる

●年金が始まった後、一時金で受け取った場合

〈保証期間付終身年金の保証期間部分を一括で受け取る場合〉

……雑所得となる

〈将来受け取る確定年金のすべてを一時金で受け取る場合〉

……一時所得となる

個人年金保険の課税Ⅱ＜一時金＞

一時所得

保証期間

年金開始前の一時金 年金開始後の一時金

保証期間付終身年金

解約

一時所得 雑所得

確定年金

一時所得※

解約

※契約後５年以内の解約の場合は、20％の源泉分離課税

」

」

分

い

金




